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６ 経済協力・防衛 

 

① 経済協力 
 

 2002年 

      7. 9   ＯＤＡに抜き打ち監査。外務省が見直し策。ＮＧＯ連携も強化                             7. 9 NE2 AE2 

      7.11   対中ＯＤＡ・瀋陽事件の処分……。自民、外務省攻撃強める。解体論まで飛び出す           7.12 NM2 

      7.15   ＯＤＡ、分野別に計画。２００３年度から、教育など。総合戦略会議方針                   7.16 NM5 

      7.15   環境開発サミット、政府代表団にＮＧＯも。代表者５人が初参加へ                         7.16 AM3 

      7.16   「効果的ＯＤＡ」提言。文科省、研究センター設置へ                                     7.17 YM2 

      7.17   経産省と外務省、ＯＤＡ政策、対立再燃の気配。「戦略的活用へ橋頭保」。「企業寄り、任   7.17 NM5 

             せられぬ」 

      7.17   外相、ＯＤＡ予算増額めざす                                                           7.17 NE2 

      7.18   ＯＤＡ、強まる改革論。外務省人事が口火。透明性向上や「対中」凍結論。ＯＤＡの執行体   7.18 NM3 

             制、省庁別に細分化、縦割りの弊害も 

      7.18   ＯＤＡ監視へ民間人組織。援助庁を検討。「変える会」最終報告案                         7.19 NM2 

      7.18   省内の動揺に配慮？川口外相「援助庁賛成しない」                                       7.19 YM4 

      7.18   やっと認知され始めた…篠沢総裁、国際協力銀、存続訴え                                 7.19 YM11 

      7.19   後輩起用がＯＤＡ改革とは（社説）                                                     7.19 NM2 

      7.19   「ＯＤＡは戦略的に」。首相助言機関報告書。人道面傾斜を転換                           7.19 ME1 

      7.20   外務省改革、２２日に最終報告。もめる「変える会」。人事・援助一元化で難航             7.20 AM4 YM4 

      7.22   大使の２割、外部から。援助庁設立見送り。外務省改革最終報告、「ＯＤＡ一元化へ協議」   7.22 ME1 

                                                                                                 NE1,2 AE1 YE1 

      7.22   「変える会」最終報告／中西輝政京大教授、ＯＤＡ一元化は賛成。岡崎久彦元タイ大使、民   7.23 YM4 

             間重用は危険性も 

      7.23   外務省「変える会」報告／幻の「援助庁」ＯＢ委員が壁。官の論議／「実現、全部はムリ」。 7.23 YM3 

             ひそかに対案チーム（スキャナー） 

      7.23   外務省改革、来月に具体策、「変える会」最終報告。キャリア大使は６割に減。事務次官任   7.23 MM1 

             期、最低３年。有識者から「外相補佐官」。省益か外交か、ＯＤＡ揺れ、援助庁見送り（ク  NM2Y 

             ローズアップ２００２） 

      7.25   ＯＤＡ戦略活用へ内閣主導で調整を。首相懇談会が提言                                   7.25 NE2 

      7.25   川口外相、ＯＤＡ予算の削減論けん制                                                   7.25 NE2 

      7.25   対中ＯＤＡ見直し提言。重点国に含めず。首相への助言チーム                             7.26 AM3 

      7.26   ＯＤＡ削減「中国も理解」、阿南中国大使述べる                                         7.27 NM2 

      7.27   ＯＤＡ提言、国益強調し削減牽制。歯止め効果は疑問                                     7.27 AM4 

      7.28   国際協力銀、邦銀の海外業務支援。信用低下に対応、保証軸に                             7.28 NM1 

      7.29   対ロ支援委、未消化事業１２０億円。９８、９９年度、４０億円分は放置                   7.29 AM1 

      7.30   教育ＯＤＡ、支援機関設置を。文科省懇談会最終報告。大学の参画を仲介                   7.30 NE18 

      8.10   ＮＧＯ向けに新援助制度。間接費支援へ一歩前進。欧米には後れ、意識改革必要             8.10 NM24 

      8.12   温室ガス削減、途上国へ振り替え促進。経産省、支援強化。専門家育成など                 8.12 AE1 

      8.12   ＯＤＡ維持、要請続出。「東アジア開発」閣僚会議                                       8.13 YM2 

      8.17   物資調達、日本企業から。ひも付き円借款、制度化。低迷産業界を支援。政府方針           8.18 YM1 

      8.18   外務省の審議官、経産省に出向                                                         8.19 NM3 

      8.19   ＯＤＡ再構築、戦略明確に。国別チーム常設を。成長策への貢献で独自色。大野健一・政策   8.19 NM24 

             研究大学院大学教授（経済教室） 

      8.21   日本貢献策、食糧危機対策３６億円。小泉構想発表。環境関連で人材育成も                 8.22 MM3 

      8.25   （ＮＥＷＳ反射鏡） 迷走するＯＤＡ。サミットを再建の好機に。編集委員・田村秀男       8.25 NM3 

      8.26   資金援助で大筋合意。環境開発サミット開幕                                             8.27 NM1 
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      8.27   （日本の外交力①）ＯＤＡ／安全保障の最低コスト。対中は対象絞り漸減を。東大東洋文化   8.27 AM4 

             研所長・田中明彦氏 

      8.27   ＯＤＡ・貿易、基本合意、環境開発サミット。実施文書採択へ妥協                         8.27 AE1 

      8.27   三井物産、ＯＤＡで贈賄。モンゴル高官に百数十万円。発電施設受注。特捜部捜査           8.28 YM1 

      8.27   環境サミット提示、「ＯＤＡをＧＮＰの０．７％に」。達成期限明示できず                 8.28 YM2 

      8.28   ＯＤＡ一元化、組織解体恐れる外務省、抜本改革には不可避（解説部）                     8.28 YM17 

      8.28   ＯＤＡ１４％増。外務省                                                               8.29 YM9 

      8.28   外務省概算要求、四島支援を７６％減。はこものやめ人道限定                             8.29 AM4 

      8.29   ＯＤＡは約１．４％増。東アジアを重点化。外務省概算要求                               8.30 MM2 AM2 

      9. 2   ＯＤＡダムが生活壊した。インドネシア、移転住民４千人、日本で提訴へ。水門開放・慰謝   9. 2 AE18 

             料求め 

      9. 2   教育支援２５００億円。環境開発サミット首脳会議、小泉首相が表明                       9. 3 AM3 

      9. 2   環境サミット、実施文書、完全合意。再生可能エネルギー、数値目標盛らず                 9. 3 YE1,19 

      9. 3   環境開発サミット、行動計画の評価二分。満足の政府、不満のＮＧＯ                       9. 3 YE18 

      9. 6   インドネシア住民、ＯＤＡダムで「被害」、日本政府など提訴、１９３億円求める           9. 6 NM42 

      9.13   モンゴル贈賄疑惑、三井物産、立件見送り。不正競争防止法、検察「要件満たさず」。最高   9.13 YE19 

             検、「不正の利益」狭く解釈 

      9.20   北朝鮮にコメ援助。人道支援で政府検討。交渉前に外相会談も                             9.21 NM1 

     10.26   難民認定手続き緩和、法務省方針。申請期限を延長                                      10.26 AM1 

     10.29   アフガン支援１６７億円。無償、１回の総額過去最大                                    10.29 AE2 

     11. 1   対中ＯＤＡ、見直し示唆。塩川財務相                                                  11. 2 MM13 

     11. 1   難民申請手続き、６０日期限延長を。法相懇談会が中間提言                              11. 2 TM3 

     11.20   「支援委」など外務省１２機関、拠出金３４０億円滞留。会計検査院『見直しなく継続』    11.21 TM1 

                                                                                                 AM38 

     11.26   「移民受け入れなら消費税率上昇半分」。日本経団連２０２５年試算                      11.26 NE3 

     11.29   ＯＤＡ５１７億円、「効果不十分」。会計検査院指摘                                    11.30 AE2 

     12. 1   ＯＤＡ、和平の呼び水に。積極活用、政府検討。テロ対策は異論も                        12. 1 AM3 

     12. 2   昨年のＯＤＡ、１００億ドル割れ。４年ぶり                                            12. 3 NM7 

     12. 6   ＯＤＡ「８％削減」、２００３年度予算、財務省方針                                    12. 6 AE1 

     12. 7   公共投資削減幅、４％近くに拡大。ＯＤＡも圧縮、８％減。２００３年度予算で財務省調整  12. 7 NM5 TM1 

             へ 

     12.10   ＯＤＡ大綱見直し表明。外相、戦略的活用を明確化                                      12.10 AE2 

     12.11   外務省の「局」再編提案。難民支援など強化。組織改革中間報告                          12.12 YM2 

     12.13   外務省、支援委職員に機密業務。９年間、公電作成も                                    12.13 AM39 

     12.16   ＯＤＡ、事業規模は維持。防衛費、前年並みの微減                                      12.16 AM3 

     12.18   ＯＤＡ予算は５．８％減で決着                                                        12.19 AM2 

     12.20   ２００３年度予算財務省原案／経済協力。ＯＤＡ、ピーク時比２６％減。無償資金協力、Ｎ  12.21 AM8 

             ＧＯ向け増。「難民・復興」は現状維持                                                MM12 

     12.21   ＯＤＡ専任の外務副大臣を。自民部会が最終報告                                        12.22 TM2 

     12.24   ２００３年度予算政府案／経済協力。ＯＤＡは大幅減少。ＮＧＯ支援など増額              12.24 NE2,3 

                                                                                                 YE3 

     12.29   ＯＤＡ農薬供与中止、外務省。農機具と肥料、厳格審査条件。ずさん管理発覚で            12.29 MM12 

 

 2003年 

      1.23   難民申請期間、入国後６カ月に延長。入管法改正案、仮滞在も許可                         1.23 MM1 

      2.19   難民・周辺国に４億ドル。イラク開戦時、政府が支援検討                                 2.20 MM1 

      2.22   アフガン支援、４１億円拠出表明。「平和の定着」会議始まる                             2.22 AE1 

      2.22   対イラク、首相、新決議へ努力要請。米国務長官に復興支援に協力表明                     2.23 TM1 

      2.26   イラク戦費「負担せず」。政府、米に伝える                                             2.27 AM2 
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      3. 3   難民認定、仮滞在制度、新設へ。法務省固める。申請手続きを緩和                         3. 4 AM3 

      3. 4   仮滞在許可制を新設。難民認定緩和、閣議決定                                           3. 4 YE2 

      3. 7   難民認定は「専門委」で。政府案に民主対案                                             3. 7 AM4 

      3.10   ＯＤＡ大綱見直し着手                                                                 3.11 NM2 

      3.13   ＯＤＡ大綱改定基本方針、「要請主義」見直し検討。対中円借款、２５％削減へ。政府方針、 3.13 YM10 

             ２年連続 

      3.13   対中円借款、２５％削減を決定                                                         3.13 NE2 

      3.14   ＯＤＡ大綱、国益重視を明記。外務省、見直しへ基本方針                                 3.14 NM5 YM2 

      3.15   ＯＤＡ見直し基本方針決定。今夏までに政府、新大綱。国益重視に転換                     3.15 AM11 

                                                                                                 MM11 NM2 

      3.22   復興新法の制定、５２％が賛成。日経緊急世論調査                                       3.22 NM2 

      3.22   イラク復興支援、数百億円規模を負担へ。政府、ＯＤＡ予算で調整                         3.22 AM2 

      3.24   イラク戦費、増税を容認。経団連会長                                                   3.25 AM8 

      3.26   イラク復興支援、国連の枠組み次第。政府、新法構想見えず                               3.26 AM2 

      3.26   海外協力隊、年齢制限、６９歳に緩和。ベテラン教員派遣を推進                           3.26 YE1 

      3.27   外務省機構改革、条約局、「国際法局」で存続。経済協力局は地域別に再編                 3.28 MM5 YM2 

                                                                                                 AM4 

      3.28   日本まず８００億円を。 イラク戦争終結後の復興支援、米が拠出打診が                   3.28 NM1 

      3.29   復興支援、首相「まず現行法で」。自衛隊派遣の新法に慎重                               3.29 MM3 

      4. 2   （目でみる経済）イラク戦争の戦費・復興費／巨額負担の恐れ。弱体日本経済に重荷         4. 2 TM9 

      4. 3   復興支援、首相、補正を示唆                                                           4. 4 TM1 

      4. 3   自衛隊、１１月まで派遣延長、政府方針。イラク戦争「間接支援」                         4. 4 NM2 

      4. 6   ＯＤＡ、まず日本の要望。アジア向け新協議方式、援助へ意向反映狙う                     4. 6 AM7 

      4. 8   紛争後の地域和平、ＯＤＡを積極活用。２００２年版政府開発援助白書                     4. 8 NE2 TE2 

                                                                                                 AE2 

      4. 9   政府、１億ドル人道支援。２４５０万ドルの追加を決定。川口外相、国連声明受け           4.10 AM4 

      4.13   今度のイラク支援は違う。日本のＮＧＯ、意外な実力。ヨルダン国境で迅速に医療活動。人   4.13 NM15 

             員規模や予算、欧米団体しのぐ。政府と企業を交えたモデル 

      4.15   イラク復興、米の支援室、政府、職員派遣の方向。幹部４、５人想定。事態の見極め判断     4.15 AE1 

      4.16   対イラク、債権、日本は６７３０億円。削減か繰り延べか、協議、長期化の様相             4.16 AM3 

      4.21   イラク復興「人的貢献を」７５％。自衛隊派遣うち８割。読売新聞世論調査                 4.21 YM1,2 

      4.21   イラク文化財保護を積極支援。日本政府、復興へ具体策６項目                             4.22 AM3 

      4.26   イラク復興支援、日本負担９０００億円超。三菱総研試算。財源「増税は不可避」           4.27 AM3 

      4.30   途上国支援、日本は「不熱心」。米シンクタンクのランク付けで最下位。援助額では２位な   4.30 AM2 

             のに… 

      5. 1   海外経験のお知恵拝借。ボランティア領事１０人の公募始まる                             5. 2 AM4 

      5. 4   ＪＩＣＡトップ人事、外務省の天下り「ノー」。労組員アンケート、望むのは緒方貞子さん   5. 3 AM2 

             ら 

      5. 7   イラク支援で政府・与党、自衛隊派遣へ調整本格化。山崎氏、新法案早期提出めざす。会期   5. 8 NM2 

             延長絡み党内で綱引き 

      5.14   アフリカ貧困向け円借款３０億ドル放棄へ。首相、在京大使らに表明                       5.15 AM4 

      5.15   テロ対策支援法、政府、２年延長方針。中東でのテロ続発に対応                           5.16 MM1 

      5.21   対イラク追加支援、雇用対策など５４億円。公共施設復旧計画も                           5.22 AM4 

      5.22   イラク支援自衛隊派遣、首相「新法も検討」                                             5.23 AE1 

      5.26   「ショー・ザ・フラッグ」の次は「ブーツ・オン・ザ・グラウンド」。イラク復興支援、米、 5.27 TM1 

             陸自派遣を要請 

      5.27   イラク新法、課題山積み。治安維持含む？武器使用基準は…。成立には会期延長、総裁選に   5.28 NM2 

             らむ展開 
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      5.31   イラク新法、政府案固まる。活動は非戦闘地域のみ／戦争継続でも「可能」。武器使用は正   6. 1 YM4 

             当防衛に限定／与党など緩和求める。米英軍の武力行使とは一線／「安定化支援」明記へ 

      6. 3   自衛隊、イラク同意なしで派遣。新法原案、２年の時限立法で                             6. 4 NM1,2 

      6. 7   イラク新法、首相、今国会成立を指示。テロ特措法は２年延長                             6. 8 NM1 AM1 

      6. 9   イラク特措法案の概要明らかに。自衛隊、３分野で支援。大量破壊兵器処理、収集・保管・   6. 9 YE1 

             無害化 

      6.12   イラク新法、「非組織的攻撃、戦闘でない」政府解釈。自爆や砲撃でも                     6.12 AM1,3 

                                                                                                 YM11 

      6.17   野党、審議拒否へ。国会４０日延長議決。特措法修正､糸口も見えず(スコープ２００３政局)  6.18 TM2 

      6.23   イラク特措法案、修正ありき、項目水増し。政府与党、自衛隊派遣を優先                   6.23 AM3 

      6.23   「ＯＤＡ大綱」改訂、８月末めど。「国益に沿う援助」強調                               6.23 AE3 

      6.23   自衛隊、イラクに装甲車。政府検討。安全確保、対戦車砲も                               6.24 NM1 

      6.24   ＯＤＡ、国益重視で。経済活性化と平和構築。大綱原案明らかに                           6.24 YE1 

      6.24   ＯＤＡ、国益強調、批判を回避。大綱原案、「人道」とのバランス課題                     6.25 YM11 

      6.24   戦闘区域、線引き『可能』。イラク法案審議で首相『自衛隊派遣は必要』                   6.25 TM1 

      6.25   ＯＤＡ経費１割削減。国際協力事業団、独立法人化後３年で                               6.26 YM4 

      6.27   ＯＤＡ、国益を重視。安保や経済成長。政府、大綱見直し案                               6.27 NE2 

      6.27   「中国新幹線、支援しない」。ＪＲ東海社長、「日本に利益がない」                       6.28 NM13 

      6.28   自衛隊活動地域は非公表。イラク派遣政府方針。「安全」の根拠も                         6.28 AM28 

 

 

② 防衛 
 

【有事立法】 
 

 2002年 

      7. 2   秘密保全担当、経験者を排除。防衛庁情報公開室                                         7. 3 AM3 

      7. 3   有事、報道制限も。福田長官「協定要請あり得る」                                       7. 4 TM1 

      7. 8   有事法案、衆院で継続。政府・与党方針。廃案避ける                                     7. 9 NM2 

      7.11   有事３法案、民主対案なら、政府案「固執せず」。自民・久間氏                           7.12 AM2 

      7.15   有事法案、継続審議を確認。自民党大島国対委員長                                       7.16 YM4 

      7.18   国民保護法案提出、次期通常国会にも。政府・与党検討                                   7.19 NM2 YM4 

      7.23   有事法制、国民保護法制、準備前倒し。臨時国会へ政府・与党、継続審議を確認             7.24 AM1 

      7.24   「思想・信仰、制約も」。武力攻撃事態、政府、見解示す                                 7.25 AM1 

      7.28   有事の物資収用、自治体に命令権。国民保護法案、私権を制限                             7.28 NM1 

      7.29   悲願の有事法制は失速。防衛庁、ガタガタ。主要ポストも他省庁に                         7.29 AM2 

      7.29   有事法制に５作業班。国民保護など、政府、分野別に。推進態勢急ぐ                       7.30 AM1 

      8. 2   防衛白書報告。テロとの戦い第二段階。「米、イラク攻撃の可能性」。省格上げ求める       8. 2 NE2 

      8. 8   私権制限に強制力。拒否なら罰則も。国民保護法制、政府方針                             8. 9 MM1 

      8. 9   首相、有事法制修正に柔軟                                                             8. 9 NE2 

      8.13   国・自治体に命令権。食糧などの物資保管。避難場所に土地提供。国民保護法制で政府方針。 8.14 TM1,2 

             罰則規定も検討 

      8.18   有事法制は新たな発想で仕切り直せ（社説）                                             8.18 NM2 

      8.30   対テロ部隊を防衛庁新設へ。概算要求に１９３億円                                       8.31 AM5 

      9.13   「武力攻撃事態」「攻撃予測事態」、有事法制の定義、２段階に。政府・与党検討           9.13 AE1 

      9.17   武力攻撃事態法案、２段階へ「再定義」検討。自衛隊行動に制約も                         9.17 AM2 

      9.25   臨時国会、有事・個人情報見送り。政府・与党、召集は来月１８日                         9.26 AM1 

     10. 1   『有事』定義変更を表明。自衛隊法改正も検討へ。石破防衛庁長官                        10. 2 AM3 TM3 

                                                                                                 NM2 
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     10. 7   首相指示権、個別に。国民保護法制基本構成概要まとめ。民間含め訓練も                  10. 8 AM2 

     10. 7   国民保護法制、原子力施設の安全確保、概要に盛る。安否情報提供も                      10. 8 YM2 

     10. 8   国民保護法制、民間人含め「協議会」。政府素案提示。地方「中身見えず」                10. 9 AM4 NM2 

     10.12   防衛庁、情報本部にテロ班、２００３年度新設。公安業務に進出。自衛官ら中心に構成      10.13 MM1 

     10.16   衆院憲法調査会中間報告が判明。議論の総括、一切なし。対立反映し「発言集」            10.17 AM3,4 

     10.23   防衛出動、定義見直しへ。有事も２段階に。政府・与党合意                              10.24 AM2 

     10.25   自衛権、現行の枠内で。首相、憲法改正目指さぬ考え                                    10.26 MM5 

     10.29   政府、国民保護法制、輪郭示す。民間人も罰則対象に                                    10.30 AM3 TM2 

     11. 1   有事下、国に主導権。目立つ「私権制限」。国民保護法制「輪郭」を整理。自治体拒否なら  11. 1 AM4 

             「代執行」。家屋など民間人に提供要求 

     11.11   国民保護法制概要、国の主導的役割明記。知事へ住民避難を指示                          11.11 YE1 

     11.11   武力攻撃時の国民保護法制、政府、「輪郭」示す。衆院特別委。権利の制限争点に。国民の  11.12 AM3 YM4 

             協力・義務を明記                                                                    TM2 

     11.11   有事法案修正／野党が責任ある対応を示す番だ（社説）                                  11.11 YM3 

     11.11   有事・個人情報・人権擁護法案、今国会成立困難に。修正協議、民主応じず                11.12 NM2 

     11.12   有事法制／やっぱり廃案、出直しを（社説）                                            11.12 AM2 

     11.23   有事法制、今国会は断念                                                              11.24 NM2 

     12. 2   有事法案修正案５日提示。与党三党                                                    12. 3 NM2 

     12.20   有事法制不備、政治の怠慢。田中明彦・東京大学教授（論点）                            12.20 YM15 

 

 2003年 

      1.10   有事法制、成立前解散「ありえぬ」。山崎幹事長、首相に同調                             1.11 AM4 

      1.17   国民保護法制閣僚会議、「骨子」に自治体の意見反映                                     1.17 NE2 

      1.18   国民保護法制、地方との調整が課題。政府、都道府県に２０日説明                         1.18 MM5 AM4 

      1.20   国民保護法制、自治体説明会、議論は乏しく                                             1.21 AM4 

      1.24   ミサイルに燃料注入なら「攻撃着手とみなす」。衆院予算委、防衛庁長官                   1.25 AM3 

      2. 8   「国民保護」４月に骨子。自治体に政府提示。有事法案の補完急ぐ                         2. 9 TM2 

      3.19   有事法制、「来月、衆院を通過」。３与党幹事長ら合意                                   3.19 ME1 

      4. 5   国会は有事法案の審議を急げ（社説）                                                   4. 5 NM2 

      4. 8   国民保護法制案に盛り込まれる知事、市町村長の権限明らかに。有事下、「広域消防」知事   4. 9 YM2 

             が指示。市町村長に退避指示権 

      4. 9   有事法制案審議を再開。衆院特別委、与党、定義など修正                                 4. 9 ME1,4 

      4. 9   国民保護法制概要明らかに。知事に調整権限付与。有事、住民の避難・誘導を指揮           4.10 MM5 

      4.10   有事・個人情報・政治資金、今国会での成立、与党３党首一致                             4.11 AM2 

      4.11   自治体負担、国費で。対策本部に自衛隊も。国民保護法制骨子                             4.12 AM4 

      4.14   有事法制、民主対案は２本立て。修正案と独自法案、テロ・大災害含める                   4.15 AM2,4 

                                                                                                 NM4 YM4 

      4.14   国民保護法制、骨子明らかに。全体像、依然見えず                                       4.15 AM4 

      4.15   有事法案、与野党の動き本格化。民主の対案、党内調整難航、与党と隔たり                 4.16 YM4 

      4.16   医薬・食品保管や交通規制、有事の「違反」に罰則。国民保護法制                         4.16 YE1,2 

      4.17   有事対応負担は国費で。国民保護法制の概要明らかに                                     4.18 NM3 

      4.18   有事法制、実態あいまい。①有事の認定／国民保護、損失補償の基準なし。②私権制限／住   4.18 MM3 

             民の協力拒否困難か。③避難・誘導④日米共同対処／反撃要請、日米協力の枠組み不透明⑤ 

             国会の関与 

      4.18   国民保護法制、自治体出費は国負担。民間防衛組織を政府否定。有事法案、実質審議が再開   4.19 NM2 TM2 

      4.19   国民保護法制、政府、生物・化学兵器対策、利用可能物質を指定へ                         4.20 TM1 

      4.22   有事法制、民主、対案を大筋了承。２本立て、月内に国会へ                               4.23 AM4 NM2 

      4.24   民主が有事法案対案。３０日提出。与党と修正協議へ                                     4.25 YM2 MM5 

      4.27   有事法制／民主党案は土台になる（社説）                                               4.27 AM2 
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      4.30   有事法案、民主が対案提出。修正協議、国会関与など焦点に                               5. 1 NM2 AM3 

      5. 3   こうなる２０××年。有事法制／「有事」発生、求められる協力。個人情報保護／「保護」   5. 3 TM18,19 

             盾に自由な活動制限 

      5. 7   「有事終了」に国会議決。関連３法案、与党、民主案の一部容認                           5. 7 YM2 

      5. 9   有事法制「人権」明記で攻防。民主、対案の最後のとりで。与党３党、譲れば結束ひび。危   5. 9 AM4 YM4 

             機管理でも綱引き 

      5. 9   有事法案、譲れぬ与野党。修正協議、週明け大詰め。「人権」明記で平行線。「蚊帳の外」   5.10 NM2 

             公明に不満。「造反も…」民主板挟み 

      5. 9   有事の際の指定公共機関、民放除外「適当でない」、官房長官                             5.10 AM4 

      5.12   有事法案修正、自民、１４日採決を確認。民主、一層の譲歩求める                         5.12 AE1 

      5.12   鳥取県が有事避難指針。夏にも作成。自衛隊、警察の役割明記                             5.13 MM2 

      5.13   有事修正協議、「基本的人権」で自民譲歩。党首会談で今夜決着                           5.13 TE1 

      5.13   有事法制、今国会成立へ。人権の保障、法案明記。与党・民主が修正合意。危機管理庁の設   5.14 AM1,4 

             置検討                                                                              YM1 NM2 TM3 

      5.15   有事法案、知事アンケート／保護法制先送り、半数不満。政府説明、８割「不足」。法整備   5.15 AM1 

             には８割賛成 

      5.15   有事法案きょう衆院通過。修正に課題と成果。自衛隊の権限先行。人権明記、歯止めに       5.15 AM3  

                                                                                                 NM2 TM17 

      5.15   有事３法案、衆院通過。９割が賛成、民主も結束                                         5.16 AM1 

      5.19   内閣支持、５０％台回復。有事法制など評価。共同通信全国電話世論調査                   5.19 TM3 

      5.19   有事と周辺事態、首相「併存ある」                                                     5.20 TM2 AM4 

      5.20   有事法制衆院特別委、首相「修正してよかった」                                         5.20 AE3 

      6. 3   参院特別委、有事法制審議。国民保護巡り参考人ら意見                                   6. 4 AM4 

      6. 6   有事３法成立。戦後初の「戦時事態」対処。安保政策新段階。国民保護など未整備           6. 6 AE1 NE1 

      6. 6   有事３法成立。自治体・企業に戸惑い。「国民の協力」明記。具体例求める声               6. 7 NM38 

      6. 6   有事３法成立。つぎはぎ続く、安保体制。大枠決めず対症療法。国民保護・テロ後回し       6. 7 AM3 

      6. 6   有事３法成立。「集団的自衛権行使」に現実味。解釈改憲もう限界（核心）                 6. 7 TM3 

      6. 7   イラク新法、首相、今国会成立を指示。テロ特措法は２年延長                             6. 8 NM1 AM1 

      6.22   国民保護法制、作業本格化へ。２７日『整備本部』が初会合                               6.22 TM2 

      6.27   国民保護法制、国会提出、来年１月に。整備本部初会合。１０月めどに全体像               6.28 TM1 AM4 

 

 

【自衛隊海外派遣など】 
 

 2002年 

      7.12   統幕議長権限強化図る。防衛庁、自衛隊統合運用で報告                                   7.12 AE2 ye2 

      7.12   ３自衛隊、統合運用構想、「本業」抜き、庁内は冷淡。ＰＫＯ理由に疑問も                 7.13 AM3 

      7.16   初のＰＫＦ参加を検討。自衛隊、ゴラン緊急部隊に。武器使用、厳しい基準が難題。庁内に   7.17 TM1 

             反対論も 

      8. 2   防衛白書報告。テロとの戦い第二段階。「米、イラク攻撃の可能性」。省格上げ求める       8. 2 NE2 

      8. 4   防衛大綱見直しを提起せよ（社説）                                                   8. 4 NM2 

     10. 7   海自派遣、再延長へ。対テロ支援で最大６カ月                                          10. 8 NM2 

     11.12   テロ特措法基本計画、重機うんぱん業務も。アフガンの空港整備用                        11.13 AM2 

     11.19   対テロ支援を再延長、閣議決定。輸送任務を追加                                        11.19 AE1,2 

     12. 2   イージス艦派遣に反対。自民党古賀氏                                                  12. 3 NM2 

     12. 4   イージス艦派遣、事実上黙認？公明、反対を決定したが…。保守は賛成                    12. 4 YE2 

     12. 5   イラク問題、復興活動に自衛隊、政府検討。非ＰＫＯ想定し新法も                        12. 6 NM2 

     12. 5   イージス艦の派遣、野中氏が強く批判。「日本人へ報復テロも」                          12. 6 NM2 

     12. 6   一年遅れたイージス艦派遣（社説）                                                    12. 6 NM2 



経済協力･防衛 

 - ２５６ - 

 2002年 

     12.12   児童手当拡充・特定扶養控除存続、公明要求に譲歩。「イージス艦」自民が配慮？          12.13 YM4 

     12.13   与党、「防衛省実現」で合意。公明、慎重論から踏み出す                                12.14 YM1,2 

     12.14   ３自衛隊部隊運用一元化。統幕会議に新組織。防衛庁最終報告概要                        12.15 AM2 

     12.18   多国籍軍支援へ新法。ＰＫＯ参加を緩和。官房長官私的懇談会、報告書まとめ              12.19 YM1 AM1 

     12.20   明石報告を支持する（社説）                                                          12.20 NM2 

     12.19   自衛隊陸海空の運用一元化で。統合幕僚長を新設。防衛庁                                12.20 MM5 

     12.23   防衛庁の陸海空自衛隊「統合運用」構想。効率化・再編に直結せず                        12.23 AM2 

     12.24   海保がアドバイザー制度、来月創設。有識者５０人に依頼                                12.24 MM3 

 

 2003年 

      1. 3   防衛庁、ＰＫＯ業務の格上げ検討。「付随的」から「本来任務」に。自衛隊法改正にらむ     1. 3 AM1,2 

      1.13   「防衛省」昇格／与党三党の合意を高く評価する（社説）                                 1.13 YM3 

      1.17   ゴランＰＫＯを延長                                                                   1.17 AE2 

      2. 4   川口外相、多国籍軍参加を提言。「論座」で。テロ包括法も                               2. 4 AM1 

      3.22   復興新法の制定、５２％が賛成。日経緊急世論調査                                       3.22 NM2 

      3.26   イラク復興支援、国連の枠組み次第。政府、新法構想見えず                               3.26 AM2 

      3.27   防衛庁、情報本部拡充へ。対北朝鮮、分析力を強化                                       3.27 AM3 

      3.27   自衛隊の敵基地攻撃能力、防衛庁官「検討に値」                                         3.27 AE1 

      3.27   敵基地攻撃能力「検討に値する」石破発言に官邸側慎重                                   3.28 AM4 

      3.29   復興支援、首相「まず現行法で」。自衛隊派遣の新法に慎重                               3.29 MM3 

      4. 2   憲法改正賛成５４％。「自衛隊」への関心、過去最高。読売新聞世論調査                   4. 2 

                                                                                                 YM1,30,31 

      4. 3   ミサイル防衛、民主に積極論。首相・与党への対抗策。「緊張増す」慎重意見も             4. 3 AM4 

      4. 3   自衛隊、１１月まで派遣延長、政府方針。イラク戦争「間接支援」                         4. 4 NM2 

      4.21   イラク復興「人的貢献を」７５％。自衛隊派遣うち８割。読売新聞世論調査                 4.21 YM1,2 

      4.22   自衛官募集に住基情報。健康状態など「１８歳リスト」。防衛庁、多くの自治体協力         4.22 MM1 

      4.22   自衛官募集に住基情報。防衛庁、各自治体に提出要請。「適齢者名簿」、保護者名収集例も   4.22 TE11 

      4.22   武器使用緩和へ法整備。ＰＫＯ派遣自衛隊で政府検討。「防衛目的」以外でも               4.23 YM2 TM1 

      4.23   自衛官募集、閲覧外情報、３３２市町村、提供                                           4.23 AE1 

      4.23   防衛庁・総務省、自衛官募集閲覧外情報、入手方法「分からず」。１年以内に廃棄、徹底せ   4.24 AM2 

             ず 

      4.23   武器使用基準の緩和へ法改正も。安部副長官が強調                                       4.24 AM4 

      4.24   個人情報保護法案／厳格な行政機関法の制定急げ（社説）                                 4.24 MM5 

      4.24   個人情報目的外使用。自衛官募集で安易な収集、行政へのチェック不十分。編集委員・鶴岡   4.24 YM17 

             憲一 

      4.24   住基情報／行政の勝手許されない（社説）                                               4.24 TM4 

      4.25   自衛官募集への閲覧可能外情報、高知も８自治体提供。防衛庁調査と食い違い               4.26 MM28 

      5. 3   イラク復興支援への影響。「第９条」の評価二分（是か非かイラクと憲法・議員２０人調査） 5. 3 AM4 

      5. 7   テロ特措法、２年延長へ。今国会で政府方針。対米支援継続目指す                         5. 8 TM1 

      5. 7   イラク支援で政府・与党、自衛隊派遣へ調整本格化。山崎氏、新法案早期提出めざす。会期   5. 8 NM2 

             延長絡み党内で綱引き 

      5.19   「本籍」提供の自治体も。自衛官募集協力、個人情報、５５７市町村で。防衛庁調査         5.19 ME1 

      5.20   首相「自衛隊は軍隊」。将来の改憲「確信」。有事法案答弁                               5.21 TM1 

      5.21   「自衛隊は実質的軍隊」発言。首相「国民も思ってる」。官房長官は異なる見解             5.22 AM4 

      5.22   イラク支援自衛隊派遣、首相「新法も検討」                                             5.23 AE1 

      5.26   「ショー・ザ・フラッグ」の次は「ブーツ・オン・ザ・グラウンド」。イラク復興支援、米、 5.27 TM1 

             陸自派遣を要請 

      5.27   イラク新法、課題山積み。治安維持含む？武器使用基準は…。成立には会期延長、総裁選に   5.28 NM2 

             らむ展開 
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      5.29   有事と日本／石破茂防衛庁長官に聞く。集団的自衛権、自由に論議を。有事法制ＭＤ構想    5.29 ＴＭ3 

             『専守防衛が目的』 

      5.29   自民改憲要綱案、「国民に国防の責務」。緊急事態宣言、首相に権限付与                   5.30 TM3 

      5.31   イラク新法、政府案固まる。活動は非戦闘地域のみ／戦争継続でも「可能」。武器使用は正   6. 1 YM4 

             当防衛に限定／与党など緩和求める。米英軍の武力行使とは一線／「安定化支援」明記へ 

      6. 3   自衛隊、イラク同意なしで派遣。新法原案、２年の時限立法で                             6. 4 NM1,2 

      6. 7   イラク新法、首相、今国会成立を指示。テロ特措法は２年延長                             6. 8 NM1 AM1 

      6. 9   イラク特措法案の概要明らかに。自衛隊、３分野で支援。大量破壊兵器処理、収集・保管・   6. 9 YE1 

             無害化 

      6.12   イラク新法、「非組織的攻撃、戦闘でない」政府解釈。自爆や砲撃でも                     6.12 AM1,3 

                                                                                                 YM11 

      6.13   イラク特措法案、国会提出。「非戦闘」の担保焦点。派遣隊員の安全不透明。政府、会期延   6.14 AM1 

             長へ 

      6.17   野党、審議拒否へ。国会４０日延長議決。特措法修正､糸口も見えず(スコープ２００３政局)  6.18 TM2 

      6.23   イラク特措法案、修正ありき、項目水増し。政府与党、自衛隊派遣を優先                   6.23 AM3 

      6.23   自衛隊、イラクに装甲車。政府検討。安全確保、対戦車砲も                               6.24 NM1 

      6.24   戦闘区域、線引き『可能』。イラク法案審議で首相『自衛隊派遣は必要』                   6.25 TM1 

      6.27   憲法に「国防軍」明記。自民調査会「安保」で改正要綱案。集団的自衛権、行使認める。    6.28 YM1,2 

             「緊急事態」条項を新設 

      6.28   自衛隊活動地域は非公表。イラク派遣政府方針。「安全」の根拠も                         6.28 AM28 

 

 

【基地・防衛予算】 
 

 2002年 

      7.26   普天間代替基地、滑走路、２５００メートルに縮小。政府案判明。建設費３０００億円規模   7.27 AM1 

     12.16   防衛費４年ぶり減。２００３年度予算、財務省が最終調整                                12.17 TM9 NM5 

     12.19   財務相号令「ケチケチ作戦」。自衛隊車両の整備外注、学校建設の規格見直し、予算２００  12.19 NM5 

             億円節減見込む 

     12.20   ２００３年度予算財務省原案／防衛。テロ・化学兵器新脅威に対応                        12.21 AM8 

                                                                                                 MM12 

     12.24   ２００３年度予算政府案／防衛。テロ・不審船、増額                                    12.24 NE2,3 

                                                                                                 YE3 

 2003年 

      1.10   無人偵察機の研究費を計上。防衛庁、２億６０００万円                                   1.10 AM3 

      1.23   米軍の２５０ヘクタール、返還協議へ。横浜市内の４施設。日米合同委、来月にも。条件巡   1.23 AM1 

             り難航も 

      1.30   ＮＬＰ移転、広島沖候補。米軍訓練厚木代替で。三宅島は「困難」                         1.30 AE1 NE1 

      2. 3   ＮＬＰ移転、沖美町議会「撤回を」。全員協議会、「町長が独断専行」                     2. 3 AE14 

                                                                                                 YE1 

      2. 3   ＮＬＰ、広島県沖美町議会が反対決定。移転白紙、国に誤算                               2. 4 NM2 MM3 

      2. 5   広島・沖美町、ＮＬＰ誘致を断念。町長、辞職を表明                                     2. 5 AE1 YE1 

 


